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麦・大豆国産化プラン

産地名：勝山市(北郷地区）

（作成主体：北郷ファーム合同会社）

別紙様式第１号別添



１．麦・大豆生産の現状と課題及び課題解決に向けた取組方針

※ 麦・大豆生産における課題（湿害対策、適期播種、土づくり、連作障害対策等の必要性等）を具体的に記載すること。
※ 課題解決に向けて取り組む内容及び今後の生産拡大に向けた方針を具体的に記載すること。

近年、作付面積は麦は微増、単収は、天候の影響により豊凶の差が大きい。
低単収の原因としては、播種時の湿害や土壌改良資材の不足が考えられ、収量を向上させるため、湿害回避技術の普及や土づ
くりの徹底などが課題となっている。
また品質面では、細麦による精麦率の低下や高い硝子率などが課題となっている。
さらに、近年は農地の集約が急速に進み、作業面積が拡大することにより、作業適期の逸失等が起こり、単収低下を引き起
こしており、播種作業の効率化など生産性の改善が課題となっている。

①需要に応じた生産と販売の実現
実需者と連携し、売れる麦作りのために硝子率の低減や容積重の確保など実需者のニーズに応じた品質の確保を図る。
②団地化の推進
地域計画の目標と掲げる農地の集積の推進に積極的に協力し、麦の団地化に向けた土地の所有者との話し合いを推進する。
③土づくり
土壌診断に基づく土壌改良材の施用による土壌ｐＨの最適化や、土づくり資材の施用を推進する。
④排水改良
排水の改善に向けては、額縁排水と圃場内排水路の施工を溝堀機により深く施工すること、またサブソイラにより補助暗渠
を施工することを徹底する。
⑤生育状況と栽培暦に沿った適切な栽培
細麦防止と収量の確保に向け、生育に応じた適切な追肥を実施する。
⑥生産体制の強化
現状では麦の生産拡大を行おうとしても、適切な規模の機械が不足している。適切な規模の汎用コンバインを導入すること
により、作業時間の短縮、面積の拡大をめざす。市や県等関係機関と連携して、機械の体制を整える。



２．産地と実需者との連携方針

※ 産地と実需者については具体的な名称を記載すること。
※ 麦の実需者は、麦を原料とした加工品等の製造を業とする者（製粉会社、製パン会社、製麺会社等）とする。
※ 大豆の実需者は、大豆を原料とした加工品等の製造を業とする者、大豆の販売を業とする者及びこれらの者が組織する法人その他の団体とする。
なお、販売を業とする者を実需者とする場合は、その者が販売する先（最終実需者）について、代表的な者の名称を記載すること。

※ 産地と実需者それぞれの国産麦・大豆取扱量の現状とおおむねの目標値を記載すること。

【産地：勝山市】北郷ファーム合同会社

生産面積：現状(R6)19.087ha 目標(R10)20.996ha
生産量：現状(R6)30,000kg 目標(R10)36,299kg

大麦

【集出荷業者】

主な集出荷業者：JA福井県経済連

【実需者】

主な実需者：全農
年間取扱量（福井県産）：
（小粒大麦）現状(R6)30,000kg 目標(R10)36,299kg
主な最終実需者：㈱はくばく

非公表



※ 産地と実需者との連携について、図等を用いて明示すること。
※ 取組の中心となる農業者等を必ず位置付けること。

３．麦・大豆の国産化に向けた推進体制及び各関係者の役割

JA福井県経済連
流通販売

福井県

福井米戦略課
生産振興施策の推進

園芸振興課

農地集積の支援

農村振興課

生産基盤整備

JA福井県
生産指導

麦産者
営農計画策定
適切な栽培の実施

（北郷ファーム合同会社）

生産体
制強化
支援

産地
情報
提供

品質・
流通情
報提供

勝山市産地（北郷地区）

需要に応じた生産の拡大生産・販売体制の強化

県奥越農林総合事務所
栽培指導、経営指導

勝山市
産地振興

勝山農業再生協議会
プラン進捗管理

経営所得安定対策等の活用支援

実需者

福井県産地

需給情報の共有・利用供給の拡大
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